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平成２８年度第９回庁議 会議録 

 

［日 時］平成２９年２月１０日（金）９時～９時４９分 

 

［場 所］庁舎応接会議室 

 

［出席者］市長、副市長、教育長、参与及び各部局長 

 

［会次第］ 

 １ 市長あいさつ 

 ２ 議  題 

（１）市議会定例会提出議案について （関係部局） 

会派説明報告について    （企画部、総務部、環境部、経済部、 

               教育委員会事務局） 

  （２）市税の歳入見込みについて   （総務部） 

 ３ 協議事項 

 ４ 連絡事項 

（１）平成２９年度の組織機構について   （企画部） 

（２）平成２９年度の定員管理計画について （総務部） 

（３）平成２９年度施政方針（案）について （企画部） 

 

 

１ 市長あいさつ 

本日の庁議の議題にもあるように、市議会定例会が２月２０日に開会予定である。

会派説明については、昨日まで開催され、そこでも質疑応答があったと思うが、市議

会に向けて、各部局、質問が予想される項目については事前に準備するなど、遺漏の

ない対応をお願したい。 

 

２ 議 事 

（１）市議会定例会提出議案について （関係部局） 

会派説明報告について     （企画部、総務部、環境部、経済部、教育委 

    員会事務局） 

市長 

 

 それでは議事に入る。 

 「市議会定例会提出議案について」、議案に沿って、建設部から 

説明をお願いする。 
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教育委員会事務

局長 

 

 

 

 

 

 

なお、１３日開催の「部課長会」での説明と重複するため、簡

潔に、要点のみを説明するようお願いする。 

また、会派説明を行った部局については、議案の説明後、会派

説明報告もお願いしたい。環境部については、水道局の説明が終

わった後に、会派説明報告をお願いする。 

 

報告１件、一般議案１件について説明する。 

報告第１号「専決処分の報告」については、市営住宅家賃滞納

者に対する市営住宅明渡等請求の訴えの提起についてであり、今

回で第１４次となる。 

本件については、１年以上の長期家賃滞納者３２人に対し、昨

年７月２９日、「市営住宅の使用許可取消条件付滞納家賃請求書」

により最終催告を行い、請求に応じて滞納家賃の全額納付を履行、

又は分納誓約をした等の２８人を除く、滞納者４人（うち相続人

２人）及び連帯保証人２人に対し、平成２９年１月３０日、顧問

弁護士への委任のもと、松山地方裁判所西条支部へ訴訟提起を行

ったものである。 

 今回提訴した４件（関係者６人）の滞納状況については、滞納

の通算月数等は１年１か月から２年３か月まで、滞納金額等は計

１２３万１,１４０円、督促事務費は計６,２００円で、合計請求額

は１２３万７,３４０円となっている。 

 次に、議案書の９ページから１５ページ、議案第１号「市道路

線の認定」については、今回認定しようとする路線は路線番号１

０８５号から１０８９号までの５路線で、いずれも開発道路で寄

附を受けたものである。 

なお、今回の市道路線の認定により、市道の認定路線数は１０

８９路線、総延長は約５２３Ｋｍとなる。 

 

報告１件について説明する。 

議案書の４ページから６ページ、報告第２号「専決処分の報告」

については、「和解及び損害賠償の額の決定について」である。 

平成２８年７月２９日、新居浜簡易裁判所南側の自転車歩行者

道において、職員が水やり及び草抜きのボランティアを実施して

いたところ、東進してきた自転車が、水やりのために延長してい

たホースの付近で転倒し、相手方が負傷した事故について、相手

方と和解し、損害賠償の額を６５万７，４７６円と決定し、平成
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経済部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２９年１月３０日専決処分をしたので報告するものである。 

なお、損害賠償の額については、全額、全国市長会市民総合賠

償保障保険から支払われている。 

次に、会派説明の結果について報告する。 

まず、「別子中学校学び創生事業について」では、新しい学校ス

タイルで地域の活性化と結びついた取り組みの中で、どのような

成果があったのか。この１年間の生徒の状況はどうか。中高一貫

校について考えていないのか。寄宿舎の建設について、ＤＢＯ方

式による公募プロポーザルに応募できる事業者はどのくらいある

のか。平成３０年３月末までに完成できるのか。５人の生徒を募

集しているが、５人の枠を増やすことを考えていないのか。当初

予定していた市外からの生徒募集は行わないのか。市外から受け

入れをすると寄宿舎の部屋数が足りなくなるが、どう考えている

のか。 

といった質問・意見があった。 

次に、「銅山の里自然の家の休館について」では、銅山の里自然

の家は施設の老朽化が著しく、改修にも多額の費用がかかる、休

館もやむを得ない。休館した場合、小中学校の集団宿泊研修に支

障はないのか。地すべりは東平地区の産業遺産のエリアに影響は

ないのか。今後、東平全体を新居浜市としてどう活用するのかよ

く考えてもらいたい。 

といった質問・意見があった。 

 

報告１件、一般議案１件、条例議案３件について説明する。 

まず、議案書の７ページ及び８ページ、報告第３号「専決処分

の報告」については、平成２８年１２月８日、新須賀町四丁目３

番３７号地先路上において、公用車を後進させた際に、相手方家

屋の雨どいを破損させた交通事故に係る損害賠償の額を４万９，

２９６円と決定したので報告するものである。 

次に、議案書の１６ページから１８ページ、議案第２号「市有

財産の売却」については、新居浜市阿島一丁目甲１０１５番３６

１の多極型産業推進事業用地５，６６０平方メートルを、売却価

格１億６９７万４千円で、フェイスマスク等の製造を行っている

有限会社ＳＰＣに売却するものである。 

次に、議案書の１９ページ、議案第３号「新居浜市工場立地法

第４条の２第２項の規定に基づく準則を定める条例の一部を改正
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する条例の制定」については、「工場立地法」の一部改正に伴う

引用法令条項のずれによる条文整備を行うものである。 

次に、議案第１１号「新居浜市中小企業振興条例の一部を改正

する条例」及び議案第１２号「新居浜市企業立地促進条例の一部

を改正する条例」の制定については、いずれも現行条例が本年３

月３１日で失効することから、平成３１年度までの３年間、期間

を延長するとともに、新居浜市総合戦略や企業ニーズ等を踏まえ、

補助制度、奨励措置の見直し及び新設を行うものである。 

まず、議案書の３５ページから３７ページ、「新居浜市中小企業

振興条例の一部を改正する条例」については、第１１条の２では

「インターネットショップ等活用販路拡大事業に対する補助」と

して、インターネットショッピングモール等を活用した販路拡大

に対する補助を新設している。第１２条では「先端機器導入事業」

を「生産性向上機器導入事業」に改め、企業の要望に応え対象機

器の拡大等を行うものである。第１３条の２では「人材確保事業

に対する補助」として、ウェブサイトを利用した求人情報の発信

や市外での合同企業説明会への出展等の若者人材確保に対する補

助を新設、また、第１４条では「労働環境改善事業に対する補助」

として、トイレ、休憩室、空調設備等の新設、改修に対する補助

を新設、第１４条の２では「女性活躍環境整備推進事業に対する

補助」として、託児スペース、女性専用更衣室等の新設に対する

補助を新設している。 

次に、議案書の３８ページから４１ページ、「新居浜市企業立地

促進条例の一部を改正する条例」については、３９ページ以降の

別表で主な変更点を説明する。 

「１企業立地促進奨励金」では、中小企業に対する奨励金の交

付率を現行制度の２倍に引き上げ、中小企業への支援を拡充して

いる。 

「４市内企業活用奨励金」は、企業立地に伴う市内での経済循

環を高めるため、立地に伴う工事請負等の市内企業への発注率が

１００分の５０以上であるときに、奨励金を交付するため新設し

たものである。 

「５労働環境整備奨励金」は、女性、若者など多様な人材の確

保を図るため、従業員の利用に供する保育施設や休憩施設等の福

利厚生施設を設置したときに交付するものである。 

「６雇用促進奨励金」では、市外からの配置転換従業員につい
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ても新たに奨励金の交付対象に加えるものである。 

次に、「中小企業振興条例及び企業立地促進条例の改正」につい

て会派説明を行ったので、結果について報告する。 

「中小企業振興条例」に関しては、補助制度について企業への

広報はどのように行うのか。生産性向上機器導入事業は、どのよ

うな機器が対象となるのか。市内中小企業の要望を踏まえたうえ

での改正なのか。 

 「企業立地促進条例」に関しては、市内企業活用奨励金は二次

下請けも対象となるのか。労働環境整備奨励金は国等の補助金を

受けていても対象となるのか。今回の改正で奨励金の増額はどれ

くらい見込まれるのか。 

といった質疑等があった。 

 

条例議案２件及び追加提出予定の人事議案１件について説明す

る。 

まず、議案書の２０ページから２１ページ、議案第４号「新居

浜市個人情報保護条例及び新居浜市個人情報保護条例の一部を改

正する条例の一部を改正する条例の制定」については、「行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律」の一部改正に伴い、情報提供等記録の定義等について、所要

の条文整備を行おうとするものである。 

次に、議案書の２２ページから２６ページ、議案第５号「新居

浜市職員の勤務時間及びその他の勤務条件に関する条例及び新居

浜市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制

定」については、介護休暇の分割取得、介護時間の新設及び育児

休業等に係る子の範囲の拡大等について改正し、そのほか、介護

を行う職員の時間外勤務の免除についても新たに適用しようとす

るものである。なお、この条例は、平成２９年４月１日から施行

する予定である。 

次に、追加提出予定の議案として、副市長の交代に伴う新居浜

港務局委員会の委員の任命について提出する予定である。 

次に、会派説明の結果報告について報告する。 

まず、「治良丸南団地１号棟新築建築工事及び大生院小学校屋外

プール新築建築主体工事について」では、両工事の工期の延長に

ついて説明を行った。主な質疑の内容は、大生院プールの契約は

最初から間違えているのではないか。３か月でできるはずのない
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工事を提案すること自体おかしい。治良丸南団地については、調

整に４週間かかったと言うが、契約前に終わらせておくべきであ

る。今年度当初予算に計上しているもので、大きな工事でまだ問

題があるようなものは、もうないのか。大生院小のプールについ

ての遅延理由はなぜか。プール建設工事の標準的な工期は、どの

位なのか。市営住宅の元居住者でこの住宅に戻ってくる人への対

応はどうしているのか。市営住宅の工事の内容についての再確認。 

等の質問・意見があった。 

次に、「新居浜市の未収債権の滞納整理について」では、未収債

権の状況と、未収債権のうち債権放棄を予定している案件につい

て説明を行った。主な質疑の内容については、債権放棄を予定し

ている案件の説明に対して具体的な経緯や今後の滞納防止策など

について質問があった。 

 

条例議案２件、予算議案１６件について説明する。 

まず、議案書２７ページ、議案第６号「新居浜市特別会計条例

の一部を改正する条例の制定」については、貯木場企業用地の分

譲が完了したことに伴い、新居浜市貯木場事業特別会計を廃止す

るもので、平成２９年４月１日から施行したいと考えている。 

次に、議案書２８ページ、議案第７号「新居浜市土地開発基金

条例を廃止する条例の制定」については、近年、地下の下落傾向

が続いており、新居浜市土地開発基金を活用した土地の先行取得

の必要性が薄れ、今後の活用も見込まれないことから、当該基金

を廃止するものである。なお、基金の廃止に伴い、現金の整理期

間が必要になることから、平成２９年７月１日から施行したいと

考えている。 

次に、議案第１３号から議案第２１号までの９件については、

平成２９年度当初予算である。平成２９年度当初予算のポイント

としては、１点目が防災・減災対策の強化・充実、２点目が総合

戦略の更なる推進、３点目が市制施行８０周年記念事業の実施、

４点目が笑顔つなぐえひめ国体の成功である。 

次に、議案第２４号から議案第２８号までの５件については、

平成２８年度補正予算である。今回の補正予算は、移住促進拠点

施設整備事業など国の第二次補正予算に伴う事業や当初予算内示

に伴う過不足などについて、予算措置を行っている。 

引き続き、会派説明の結果を報告する。 
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まず、平成２９年度当初予算（案）については、全体を通じて、

当初予算のポイントは何か。過去最高ということだが、どこが増

えたのか。積極的予算編成にシフトしたのか。健全財政を維持す

るように取り組んでもらいたい。オンリーワン、ナンバーワン、

ファーストワンと言える事業はどれか。 

個別事業については、 

フィールド１、快適交流では、 

都市計画策定費について、都市機能誘導区域、居住誘導区域を

どこまで決めようとしているのか、途中経過も知らせてもらいた

い。平形外山線改良事業について、完成はいつか。公営住宅建替

推進事業について、既入居者の再入居先をきちんと手当できてい

るのか。特定建築物除却補助事業について、全体事業費はいくら

か、補助の理由、除却後のマルナカの新設の予定は聞いているの

か。コンテナクレーン整備事業について、市内企業への発注にな

らないか。 

フィールド２、環境調和は、特になし。 

フィールド３、経済活力では、 

中小企業事業承継支援事業費については、具体的な事業内容は。

なぜ市が行わなければならないのか。インバウンド観光推進費に

ついて、海外から何人くらい観光に訪れているのか。インバウン

ド観光客の見込みはあるのか。費用対効果を考えてやるべきでは

ないか。観光振興計画策定事業費について、なぜ今策定するのか。

地域公共交通網形成計画策定事業費について、立地適正化計画が

決まってからではないのか。就職情報ポータルサイト開設事業費

について、ハローワーク等、他との連携は図っているのか。 

フィールド４、健康福祉では、 

医師確保奨学金貸付事業費について、対象の病院はどこか。協

立病院は対象にならないのか。愛顔の子育て応援事業費について、

対象はどこからか。四国中央市で実施している内容との違いは何

か。介護基盤緊急整備事業について、施設は新設か。健康長寿コ

ーディネーター配置事業費については、どういう仕事をするのか。

その他、出生率１.８の検証を行う必要があるのではないか。保育

士の確保に向けた取り組みはどうしているのか。 

フィールド５、教育文化では、 

コミュニティスクール推進事業費については、具体的に何をす

るのか。魅力ある高等学校地域連携事業費について、高校からの
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提案内容と実施後のチェックをしっかりやってもらいたい。国民

体育大会開催対策費について、宿泊に対する補助を行っているの

か。宿泊の確保はできたのか。 

フィールド６、自立協働では、 

縁結びサポート事業費について、出会いの場を求めている人が

いるので、他とも連携して実施してもらいたい。消防団資機材整

備費について、消防団の資機材整備は自主防災よりも先にするべ

きではなかったのか。消防団の組織の見直しも含めて頼れる組織

にするべきである。 

といった意見が出された。 

次に、１２月補正予算（案）については、放課後子ども教室充

実費について、授業で使わないのか。タブレットは全ての学校に

行き渡ることになるのか。各学校で差がでないようにきちんと考

えて実施してもらいたい。といった意見が出された。 

最後に、土地開発基金については、土地開発基金を廃止するメ

リットはなにか。機動的に土地を購入しようとする時にはどうす

るのか。 

といった意見が出された。 

 

条例議案３件について説明する。 

まず、議案書の２９ページから３１ページ、議案第８号「新居

浜市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例の制定」については、厚生労働省令で定め

る「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準」の一部改正

に伴い、当該基準を定める条例の一部を改正しようとするもので

ある。 

改正の内容としては、小規模保育事業所Ａ型、Ｂ型、保育所型

事業所内保育事業所及び小規模型事業所内保育事業所において、

保育士とみなす職種に准看護師を加えるとともに、小規模保育事

業所Ａ型及び保育所型事業所内保育事業所において、４階以上の

階の避難用の特別非常階段に係る規制の緩和及び保育需要に応ず

るため、当分の間、保育士等の職員配置の特例を追加し、所要の

条文整備を行うものである。 

なお、この条例は、公布の日から施行したいと考えている。 

次に、議案書の３２ページ、３３ページ、議案第９号「新居浜

市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定」については、
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水道局長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、特定公社債等の利子所

得が申告分離課税の対象となったこと、株式等の譲渡所得につい

ては「上場株式等」と「一般株式等」に区分されたこと並びに特

例適用利子等及び特例適用配当等の所得が新たに追加されたこと

により、第９条の「一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額の

算定」及び第１６条の「保険料の減額」において、所要の条文整

備を行うものである。 

なお、この条例は、公布の日から施行し、改正後の条例の規定

は、平成２９年度以降の年度分の保険料について適用したいと考

えている。 

次に、議案書の３４ページ、議案第１０号「新居浜市介護保険

条例の一部を改正する条例の制定」については、介護認定審査会

の委員定数を現行の４２人から５４人に改正するもので、現在、

７人の委員で構成する６つの合議体となっているが、１合議体の

委員数を９人に増員することにより、委員の負担軽減と今後の審

査及び判定業務を円滑に行おうとするものである。 

なお、この条例は、平成２９年４月１日から施行したいと考え

ている。 

 

予算議案２件について説明する。 

まず、議案第２２号「平成２９年度新居浜市水道事業会計予算」

について説明する。 

「業務の予定量」は、給水戸数が５４,６７３戸、年間給水量は

約１,３４８万㎥、年間水道料金収入は０.１％減の１６億３,９７１

万９千円、建設改良事業費は前年度比６２.８％増の１９億１,９８

９万２千円を予定している。 

重点項目は、滝の宮送水場更新工事２億１,０００万円のほか、

表に記載の配水管布設替え工事等である。 

「収益的収入及び支出」は、事業収益２０億９６７万円に対し、

事業費用は１８億３,１４６万３千円で、収支差引は 1 億７,８２０

万７千円の黒字となっているが、消費税等を除外した予定損益計

算書による純利益は５,５３８万１千円となる見込みである。近年

実施してきた耐震化及び管路更新に伴う費用等が増加してきてい

ることから、厳しい経営状況となってきている。 

「資本的収入および支出」は、９億４,５９５万円の収入に対し、

支出は２２億７,１８８万８千円で、差引１３億２,５９３万８千円
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環境部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の不足を損益勘定留保資金等で補てんすることとしている。 

続いて、議案第２３号「平成２９年度新居浜市工業用水道事業

会計予算」である。 

 「業務の予定量」は、前年度と同様に、住友企業３事業所への

年間 １,５４２万４,６００㎥としており、建設改良事業は３億６,

３５３万９千円を予定している。 

重点項目は、平成２８年度までの山根配水池耐震化工事に続き、

北新町（図書館前交差点）配水管布設替え工事２億５千万円等の

管路耐震化対策を予定している。 

「収益的収入及び支出」は、事業収益２億５,６７１万８千円、

事業費用２億３,０２８万６千円で、収支差引は２,６４３万２千円

の黒字となっているが、予定損益計算書による純利益は、２０７

万５千円となる見込みである。今後も引き続き耐震化及び安定し

た工業用水道の供給に努めてまいる。 

「資本的収入及び支出」については、２億円の収入に対し、支

出は３億６,３５３万９千円で、差引不足額 １億６,３５３万９千

円を損益勘定留保資金等で補てんすることとしている。 

 

会派説明結果について報告する。 

「し尿及び浄化槽汚泥の下水処理場での共同処理」について、

会派説明を行い、菊本町の新高橋から下水処理場に入る進入道路

は、最終処分場計画時に道路を広げようとして止めた経緯がある

が、地域の人への説明はどうしているのか。共同処理により、く

み取り料金の値上げはあるのか。下水処理場に受入施設を作らず、

汚水処理施設に直接投入できないのか。地元への情報提供を十分

にしてトラブルのないようにしてもらいたい。現在の衛生センタ

ーは壊すのか。汲み取り業者に不便をかけることにはならないの

か。 

といった質問・意見等があった。 

 

（２）市税の歳入見込みについて（総務部） 

総務部長 

 

 

 

 

総務部から、市税の歳入見込みについて説明する。 

まず、平成２８年度の決算見込み額についてであるが、収入額

ベースで約１８５億４，４００万円。これは、平成２７年度決算

額約１９２億６，５００万円と比べて、約７億２，１００万円の

減となっている。 
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その内訳についてであるが、まず、「個人市民税」が約５６億

６，５００万で、景気回復による所得増により、前年度より約１

億８，６００万円の増。 

「法人市民税」は約１６億５千万円で、大手企業の損失計上に

よる税割額減が大きく影響したことにより、約９億４，５００万

円の減。 

「固定資産税」は、地価の下落が続くものの、全体としてはほ

ぼ横ばいの約８７億２，６００万円。 

「都市計画税」についても、ほぼ横ばいの約１１億５，２００

万円。 

「軽自動車税」は約３億４，１００万円で、税制改正により、

約５，７００万円の増。 

「市たばこ税」は約８億４，３００万円で、喫煙者の減少等に

より、約２，９００万円の減。 

「入湯税」は、例年どおりで約５０万円。 

「滞納繰越分」は、やや減少し、約１億５，３００万円。 

 なお、２８年度の当初財政計画額と比べて、合計で約４，５０

０万円の減となる見込みである。 

次に、平成２９年度の歳入見込みについて説明する。 

四国及び愛媛県内の最近の経済情勢は、一部に弱い動きがある

ものの、穏やかな持ち直しが続いており、また、内閣府による２

９年度の経済見通しにおいては、「経済対策など各種政策の推進

等により、雇用・所得環境が引き続き改善し、経済の好循環が進

展する中で、民需を中心とした景気回復が見込まれる。先行きの

リスクとしては、海外経済の不確実性、金融資本市場の変動の影

響等に留意する必要がある。」とされている。 

これらを考慮し、平成２９年度財政計画額は、調定額ベースで、

約１９１億６，７００万円で、前年度計画より約６千万円の減。

収入額ベースでは、約１８６億５００万円で、約１，６００万円

の増。 

調定額ベースで減額し、収入額ベースで増額する見込みとなっ

たのは、徴収率が前年度より高い税目が多いためである。なお、

これは、２８年度決算見込み額と比べ、収入額で約６，１００万

円の増となっている。 

次に、税目ごとに、２９年度歳入見込みについて、２８年度決

算見込み額と比較しながら説明する。 
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まず、「個人市民税」は、税収に大きく影響するような税制改

正はなく、労働人口の減少等により、２９年度の調定額は、約５

６億７，５００万円で、前年度より約４，４００万円の減。徴収

率は、０．０４％アップの９９．０８％を見込み、収入額は、約

５６億２，３００万円で、約４，２００万円の減。 

「法人市民税」は、経済見通し等を参考に、調定額は、約１７

億６，１００万円。申告課税のため徴収率は９９．８５％と高く、

収入額は、約１７億５，８００万円で、約１億８００万円の増。 

「固定資産税」は、制度の大幅見直しはなく、土地については、

地価が平成５年以降、継続して下落しており、２８年度の地価公

示では全用途の評価変動率がマイナス１．８％と下落したことか

ら、調定額は、約３０億６，８００万円。徴収率９８．８４％で、

収入額は、約３０億３，３００万円で、約８００万円の減。 

家屋については、新増築、滅失家屋の調査の結果、民間病院の

新築等により、調定額は、約３２億６，７００万円、収入額では、

約３２億２，９００万円で、約１億２，２００万円の増。 

償却資産については、住友関連企業等への調査の結果、減価償

却等による税額の減少を維持する程度の設備投資しか期待され

ず、調定額は、約２４億７，６００万円。収入額は、約２４億４，

７００万円で、約１億３，１００万円の減。 

「都市計画税」は、固定資産税と同様の理由により、調定額は、

約１１億８，１００万円。収入額は、約１１億６，７００万円で、

前年度より約１，５００万円の増。 

 「軽自動車税」は、原付等の課税台数は減少傾向にあるものの、

三輪以上の経年車重課の影響により、調定額は、約３億５，５０

０万円。徴収率は、前年度と同じ９７．３％で、収入額は、約３

億４，５００万円で、約５００万円の増。 

「市たばこ税」は、旧３級品の税率が更に引き上げられるもの

の、喫煙者の減少から売り上げ本数は今後も減少が予想され、調

定額・収入額ともに、前年度とほぼ同額の約８億４，２００万円。 

「入湯税」は、変わらず５０万円程度。 

「滞納繰越分」については、調定額は、約５億３千万円。徴収

率２７．８６％で、収入額は、約１億４，８００万円となる見込

みである。 

なお、各税目における徴収率は、過去の推移や景気動向、税目

の特性等を総合的に勘案し、設定した。 
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３ 協議事項 

 なし 

 

４ 連絡事項 

（１）平成２９年度の組織機構について（企画部） 

企画部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

先月１月１３日の「行政改革推進委員会」において、組織機構

の協議をしていただいたが、最終の決定内容を説明する。 

まず、環境部清掃センターは、施設の一体的な管理運営を行っ

ている現状に適合するよう見直しを図り、「リサイクル施設管理

係」を廃止し、「焼却施設管理係」を「管理係」に名称変更する。 

教育委員会事務局学校教育課において、コミュニティスクール

等を積極的に推進するため、「地域学校協働係」を新設する。 

また、スポーツ振興及び文化振興に特化して強力に推進するた

め、「スポーツ文化課」を「スポーツ振興課」及び「文化振興課」

に改編する。それに伴い、美術館については、文化振興課の所管

とする。 

また、文化財の保護を明確にするため、文化振興課に「文化財

係」を新設する。 

図書館において、市史の編纂に関する取り組みを進めるため、

「市史編纂準備係」を新設する。 

 以上の組織機構の改編により、 

平成２８年度 １１部７２課２班２２２係 が、平成２９年度

は、係が３減の １１部７２課２班２１９係 となる。 

 

（２）平成２９年度の定員管理計画について（総務部） 

総務部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成２９年度の定員管理計画について説明する。 

 平成２９年４月１日の職員数は、現在のところ、９０４人を予

定している。この人数は、平成２８年度当初の８９８人と比較し

て、６人の増員となっている。内訳としては、退職者が定年退職、

早期退職、自己都合などを含め３０人に対して、採用者は、本年

４月１日の新規採用、国からの帰任、派遣、再任用を含め３６人

となっている。 

平成２９年度の定員管理については、第五次長期総合計画とし

て予定している事業の着実な達成、芸術文化・スポーツの振興を

推進するための課の改編、市史の編纂に関する具体的な取り組み

を進めるための係の新設、長期の育児休業を取得している課所へ



14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の一部加配など、各部局における行政需要に適切に対応できるよ

う、限られた人員の中で考慮した。 

 各部局長においては、限られた人材を、より効果効率的に活用

していただくようお願いする。 

また、「育児休業による加配」の配属先については、育児休業

職員の状況等により毎年見直すこととするのでご了承願いたい。 

不明な点は、人事課へ問い合わせをお願いする。 

 なお、部局内での課の人員は、部局長の権限で変更して構わな

いが、その場合、変更内容を人事課へ文書で２月１７日までに提

出をお願いしたい。 

 

（３）平成２９年度施政方針（案）について（企画部） 

企画部長 

 

 

 

 

 

市長 

平成２９年度施政方針（案）については、議会日程から本日中

に総務課へ提出する必要があり、既に確認のお願いをしている

が、今一度確認いただき、変更点があれば、本日１３時までに修

正し、総合政策課（正岡副課長）まで連絡、メール送信をお願い

したい。 

 

他になければ、以上で第９回庁議を終わる。 

 


